
特別支援教育における就学支援の在り方と課題に関する研究  
―就学前機関との連携に注目して―  

  

教育実践力高度化コース・特別支援教育サブプログラム  

 松山 日南  

  

【指導教員】 山中 冴子  葉石 光一  名越 斉子 

【キーワード】 就学支援 特別支援教育 特別支援学校 就学前機関 切れ目のない支援体制 

 

１．課題設定 

ベネッセ総合研究所(2019)によれば、障害または

特別に支援を要する乳幼児が在籍する幼稚園・保育

所等は、公立・公営では 9割前後、私立・私営の園

では 7割〜8割との調査結果が示され、幼稚園・保

育所ともに経年で増加している。さらに、特別支援

学校、特別支援学級、通級指導教室全てにおける児

童生徒は増加している。  

障害の早期発見と早期支援が重要であることはか

ねてより指摘されてきた(笹森,2010;岩本,2022)。発

達障害は先天的なものであり、その障害特性やこだ

わりは成長とともに変化していくため、可能な限り

早期にアセスメントを行うとともに、幼児期、学齢

期、就労期までのライフステージを通して継続的

に、その時点の状況に応じた適切な支援を行うこと

が重要である。そのような観点からも子ども一人ひ

とりの育ちを支える的確な支援や連続性のある多様

な学び場の充実・整備の重要性が説かれ、早期から

の「一貫した教育支援」を目指すこと等があらため

られて示されている(川崎ら,2021)。  

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立

や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援すると

いう視点に立ち、幼児期から就職までの切れ目のな

い、継続的な支援を行うことを目指している(文部科

学省,2021)。乳児期から幼児期にかけては、専門的

な教育相談・支援が受けられる体制を、医療、福

祉、保健等との連携の下に早急に確立することが必

要である(文部科学省,2022)。児童発達支援センター

を含む、障害児通所支援施設等の積極的・効果的な

活用により、高い教育効果が期待できるという(厚生

労働省,2021)。つまり、就学前機関での取り組みだ

けではなく、就学先の情報提供や就学機関からの情

報を活用した実践が求められている。  

そこで本研究では、①障害の早期発見・早期支援

の取り組み、②継続した就学支援に向けての取り組

み、③就学支援がどのように行われているのか、以

上 3点を埼玉県並びに埼玉県内 B特別支援学校に焦

点を当てて明らかにする。 

 

２．障害の早期発見 

母子保健法に基づき市区町村が実施している「乳

幼児健康診査」及び「母子訪問指導事業」や、児童

福祉法に基づき市区町村が実施している「乳児家庭

全戸訪問事業」は、疾病や障害などの早期発見の機

会として重要な意義がある。これらの健康診査等で

得られた情報を、障害のある子どもの早期発見と早

期支援の取り組みに確実につなげていくとともに、

就学時健康診断に生かすことが重要である(文部科学

省,2021)。  

乳幼児については、1歳 6か月児健康診査と 3 歳児

健康診査の実施が市区町村に義務付けられている。

しかし、発達の個人差が大きい時期でもあり、障害

の判断は慎重でなければならない。  

地方公共団体によっては、法定健診である乳幼児

健診や就学時健診に加えて 5 歳児健診が実施されて

いる。そこでは就学に向けた事前の教育相談の機会

が確保されることも求められている。  

文部科学省(2021)によると、以下を通して、障害

乳幼児支援の担い手を多層的にすることが重要とさ

れている。それは、乳幼児健康診査や 5 歳児健康診

査等と就学前の療育・相談との連携、認定こども

園・幼稚園・保育所等と小学校や義務教育学校前期

課程との連携を図ることである。次に、子供家庭支

援ネットワークを中心とした事業など、教育委員会

と福祉部局とが早期から連携して、子どもの発達支

援や子育て支援の施策を行うことも当てはまる。  

その際、地方公共団体が中心となって、教育と福

祉等の効果的かつ効率的な連携体制を構築すること

や、担当者同士の信頼関係を築くことが求められて

いる。具体的には、連携のキーパーソンとなる職員

を配置するなど、互いの窓口を明確にすることで連

携を容易にしたり、関係機関が集う協議会を活用し

て意識的に情報共有を行うなどである(文部科学

省,2018)。  

  

３．就学前の支援（療育、幼稚園、保育所）  

就学前の支援は、障害児の身体及び精神の状況並

びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的



な指導及び訓練を行うものでなければならない(厚生

労働省,2021)。  

  

① 児童発達支援センター・児童発達支援事業所 

児童発達支援センターは、児童福祉法上では、「日

常生活における基本的動作の指導、独立自活に必要

な知識技能の付与又は集団生活への適応のための訓

練（及び治療）」を提供する施設と位置付けられてい

る。しかし、障害の有無に関係なく、一般の児童発

達支援事業所との役割分担も明確でない(厚生労働

省,2021)。  

児童発達支援事業所とは、障害のある子どもに関

連する児童福祉施設としては、知的障害児通園施

設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児通園施設、入

所施設として知的障害児施設、自閉症児施設、盲児

施設、ろうあ児施設、肢体不自由児施設、肢体不自

由児療護施設、重症心身障害児施設がある(文部科学

省,2010)。  

  

② 幼稚園  

幼稚園教育要領(文部科学省,2018)では、以下のよ

うに記されている。  

障害のある幼児の指導に当たっては、集団の中で、

生活することを通して全体的な発達を促していくこ

とに配慮する。特別支援学校などの助言又は援助を

活用しつつ、例えば指導についての計画又は家庭や

医療、福祉などの業務を行う関係機関と連携を図

る。また、支援のための計画を個別に作成すること

などにより、個々の幼児の障害の状態などに応じた

指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行う

ことが求められるとしている。  

  

③ 保育所  

保育所保育指針(厚生労働省,2018)では、以下のよ

うに記されている。  

障害のある子どもの保育については、一人ひとり

の子どもの発達過程や障害の状態を把握することが

重要である。また、適切な環境の下で、障害のある

子どもが他の子どもとの生活を通して共に成長でき

るよう、指導計画の中に位置付ける。さらに、子ど

もの状況に応じた保育を実施する観点から、家庭や

療機関と連携した支援のための計画を個別に作成す

るなど適切な対応を図ることが求められるとしてい

る。  

 

④ 認定こども園  

幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説(内閣 

府,2021)では、以下のように記されている。  

障害のある園児の指導に当たっては、集団の中で

生活することを通して全体的な発達を促していくこ

とに配慮していくことが重要である。また、適切な

環境の下で、障害のある園児が他の園児との生活を

通して共に成長できるよう、特別支援学校などの助

言又は援助を活用する。例えば指導についての計画

又は家庭や医療、福祉などの業務を行う関係機関と

連携した支援のための計画を個別に作成することな

どにより、個々の園児の障害の状態などに応じた指

導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこ

とが求められているとしている。  

  

以上のような就学前機関とも関わりながら、特別

な教育的支援を必要とする幼児児童生徒一人ひとり

のニーズに応じた適切な支援を行うためには、長期

的な視点で一貫して教育・福祉・医療・労働等の機

関が連携して支援できるよう、学校を中心とした

「個別の教育支援計画」作成及び活用が鍵となる。  

 斎藤ら(2016)は、障害の早期発見・早期支援の重要

性について、発達障害者支援法でも指摘されている

ように、一次障害や二次障害の発生の予防が可能に

なることを挙げている。そのため、就学前から充分

な支援を講じ、それを就学先につなげることが重要

である。就学前からの継続的な支援体制の構築が求

められる、としている。 

  

４．就学支援における教育相談 

乳幼児期から学校卒業まで、一貫して計画的かつ

継続的支援を行うことが求められている。特に就学

支援では、就学前機関と就学先との連続性を持た

せ、スムーズに次の段階へと移行することが重要と

されている。 

例えば「障害者基本法」においては、障害者の社会

への参加や参画に向けた施策の一層の推進を図るこ

とを目的に、障害者一人ひとりのニーズに対応して

かつ適切な支援を行うことを基本方針としつつ、乳

幼児期から学校卒業まで一貫して計画的に教育や療

育を行うこと等が示されている(茶谷ら,2007)。  

中央教育審議会初等中等教育分科会(2012)では、

早期からの継続した教育相談・支援を行うことによ

り、本人・保護者に十分な情報提供をするととも

に、幼稚園等における教育的ニーズと必要な支援の

共通理解ができ、保護者の障害受容やその後の円滑

な支援につなげること、本人・保護者と市町村教育

委員会、学校等が合意形成を図っていくことが重要

としている。 

就学前の機関では、より質の高い療育を提供する

ために、支援体制や設備・環境を整えるとともに、

関係機関との連携を深め、切れ目のない一貫した支



援を提供するための取り組みが進められつつある(文

部科学省,2021)。 

厚生労働省(2022)では、就学に関する事前の教育

相談の役割を、次のようにまとめている。本人及び

保護者の障害等への理解に関することや保護者が障

害のある子どもとの関わり方を学ぶことで良好な親

子関係の形成へ関することの支援を把握すること。

さらに、乳幼児期の発達を促すような関わり方に関

することや障害による学習上又は生活上の困難を改

善するための本人及び保護者の関わり方を検討する

こと。そして、学校における特別支援教育について

の情報提供に関することなどの支援が必要と認識す

ること。 

以上は、約 10 年後の中央教育審議会初等中等教育

分科会(2021)でも改めて指摘されている。 

 

５．切れ目のない支援体制作り 

文部科学省と厚生労働省の協働体制の下、2017 

（平成 29）年から「トライアングルプロジェクト」

など、教育と福祉の一層の連携を深めようとする取

り組みが始まっている(厚生労働省,2018;岩本

ら,2022)。 

このプロジェクトは、各地方自治体の教育委員会

や福祉部局が主導し、支援が必要な子どもやその保

護者が乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、

地域で切れ目なく支援が受けられるよう、家庭と教

育と福祉のより一層の連携を推進することを目的と

している。 

 
図 1：「トライアングルプロジェクト」について文部

科学省「別添 1家庭・教育・福祉「トライアング 

ル」プロジェクト報告」  

〈https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu

/mterial/1404500.htm〉(2023.01.31閲覧)  

  

2018（平成 30）年の取りまとめでは、放課後等デ

イサービスや保育所等訪問支援事業等の福祉制度に

ついて校長会や教職員の研修会等にて周知すること

や、「個別の教育支援計画」の作成・活用に保護者や

関係機関の参画を促すこと等が盛り込まれた。  

しかしながら、福祉、教育、保健、医療など関係

機関の縦と横の連携が十分とはいえず、特に実際の

教育現場では、依然として就学時の不十分な引き継

ぎ等に起因する様々な問題が発生し、子どもや保護

者の思いを受け止められないまま、スムーズな移行

ができていないケースが散見されることが指摘され

ている(岩本ら,2022)。 

このような状況を改善するためには、就学前も子

どもとかかわってきた関係者・機関と連携した支援

が必要である。そして、その支援を学齢期の「個別

の支援計画」に引き継ぐことが望ましい。本人の支

援体制を確立すること、周囲への理解啓発と連携を

図ることを主旨として、幼稚園や保育所が中心とな

って「個別の教育計画」を作成する。小学校入学前

に作成された計画は、就学相談時から入学する小学

校等で引き継ぎ、支援内容・支援方法等に活用して

いく。 

 このように、就学前の施設から、それぞれの子ど

もに対する支援の方法や内容をまとめ、次の機関へ

と移行するような引継ぎが必要である。早期から行

なっている支援を把握することでスムーズな移行を

目指しながら、長い目で見た一貫した支援を実現す

ることができるのではないか。また、就学時に「個

別の教育支援計画」を引継ぎ資料として共有するこ

とにより、より具体的な児童生徒の姿が見えてくる

ことが期待される。 

 

６．継続した就学支援のための取り組み例 

(1)スタートカリキュラムの推進 

スタートカリキュラムスタートブック(文部科学

省ほか 2015)によると、スタートカリキュラムと

は、「小学校へ入学した子どもが、幼稚園・保育

所・認定こども園などの遊びや生活を通した学び

と育ちを基礎として、主体的に自己を発揮し、新

しい学校生活を創り出していくためのカリキュラ

ム」としている。 

岩本ら(2023)は、知的障害を対象とする特別支

援学校小学部 1学年において、保育所や幼稚園、

児童発達支援事業所などでの支援内容を引き継

ぎ、新しい学校生活の中で安心して円滑な学校生

活をスタートさせるためのカリキュラムについて

考察した。実践では、個別の教育支援計画や個別

の指導計画との整合性を図りながら、教科横断的

な視点と系統性を意図した指導計画の作成を試み

授業につなげた。このような取り組みの結果、児

童は他者とのつながりの中で、学習に見通しをも

って取り組む姿が見られ、主体的な活動を引き出



すことができたと記されていた。特別な支援を必

要とする児童の場合は、幼稚園・保育所等に加

え、就学前に並行通園していた児童発達事業所等

での学びと育ちも、就学後を見据えた活動を取り

入れることでスムーズな就学につながる。就学前

の支援内容と子どもの変容については、特別支援

学校にとっても指導計画等を作成する上で有効な

手掛かりとなるため、引き継ぎ資料や移行支援計

画等の中に記入欄を設けるなどの工夫が必要にな

ってくる(岩本ら,2023)。 

 

(2)スタートカリキュラムから架け橋プログラムへ 

2023年 5 月には、スタートカリキュラムが、幼

保小の架け橋プログラムに更新された。幼保小の

架け橋プログラムとは、子どもに関わる大人が立

場を越えて連携し、架け橋期（義務教育開始前後

の 5 歳児から小学校 1年生の 2年間）にふさわし

い主体的・対話的で深い学びの実現を図り、一人

ひとりの多様性に配慮した上で全ての子どもに学

びや生活の基盤を育むことを目指すものである(文

部科学省,2023)。 

実際に神奈川県横浜市では、大都市ならではの

規模や多様性を踏まえた架け橋プログラムを『「よ

こはま☆保育・教育宣言」を架け橋期で具現化す

る試み』と称して、推進している。その目的は、

架け橋期の子どもたちの遊び・学びの充実、多様

性に対応したカリキュラムマネジメントの実現、

職員・保護者・市民の対話機会の増加の以上３点

である。そして、幼児教育と小学校教育の円滑な

接続と双方の教育の充実を図るため、接続期運営

委員会（架け橋期のカリキュラム開発会議）を設

けている。横浜市における小学校のスタートカリ

キュラム実施率は 100％であり、幼稚園、保育所

が小学校への接続を意識した取り組みの実施率は

85％である。	
このような働きは全国にも徐々に広がってお

り、就学後のフォローアップが見直されている。 

  

(3)個別の教育計画の策定 

就学後のフォローアップと柔軟な対応として、

文部科学省(2021)では、教育相談や個別の教育支

援計画に基づく関係者による会議などを定期的に

行い、必要に応じて個別の教育支援計画を見直

し、就学先等を変更できるようにしていくことが

適当である、とされている。また、個別の教育的

支援計画及び個別の指導計画について、関係機関

と連携した効果的な運用方法を確立する必要があ

る。 

 

姉崎ら(2007)は、引き継ぎについて、幼稚園や保

育所等から小学校への単なる情報伝達ではなく、小

学校就学後の本人なりの育ちや学びを見据えた上

で、関係者が連携と共同により十分時間をかけて共

通理解し、総意に基づく決定を行うことが必要であ

ると述べている。  

また佐藤ら(2017)は、障害幼児の就学先決定に向

けた支援体制に必要なのは、子どもの情報を引き継

ぎ・共有する機能や関係機関と連携するための機能

であると述べている。 

このように、接続期が重要視され、連携の方法と

して、引き継ぎ資料や移行支援計画の活用が挙げら

れている。また、児童がスムーズに学校生活に慣れ

ていくことができるよう、幼稚園保育園の段階か

ら、小学校を意識した指導をおこなったり、小学校

では幼稚園保育所を意識したような活動を多く取り

入れるなどしている。このような取り組みを行うに

は、地域での幼保小連携が必要不可欠であり、定期

的な情報交換の場を設けることも重要である。 

 

7．さいたま市を含む埼玉県の就学前機関の設置状況 

現在、埼玉県内には私立幼稚園が 437 園、認可保

育所が 1409 園、認定こども園が 174園設置されてい

る(2023年 5 月 1日現在)。その他にも、0〜2歳を対

象とした地域型保育所や、小規模保育所、事業所内

保育事業所、家庭的保育事業所が設置されている。

さらに、発達障害の子どもに作業療法士等の専門職

が個別療育を提供する地域療育センターが 9か所あ

る。また、児童発達支援センターが 74か所に設置さ

れている(埼玉県,2023)。 

地域療育センターとは、作業療法士、理学療法

士、言語聴覚士、臨床心理士、臨床発達心理士など

の専門職がアセスメントにより子どもの特性を把握

し、子どもに合った個別療育を提供することによっ

て子どもの発達を促す施設である。 

埼玉県の就学前機関は、資料の趣旨や内容を十分

に踏まえ、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援

を実施するために、乳幼児期を含め早期からの教育

相談や就学相談を行うことにより、本人・保護者に

十分な情報を提供するとともに、保護者を含め関係

者が教育的ニーズと必要な支援についての共通理解

を深めることが大切とされている。 

 児童発達支援事業所である A療育機関は、遊びや

生活を通じて、子どもの育ちの支援と安定した家族

関係に向けた支援を行っている。ここでは、生活の

自立と遊びへの意欲と、そして、社会性を育てるこ

とを目的に、父母教室、個別面談、親睦会などを実

施している。また、地域の児童相談所、障害福祉担

当課、学校教育担当課及び特別支援学級や特別支援



学校などの関係機関との連携をおこなっている。指

導員・保育士に加え、小児精神科医士や作業療法士

などの専門職がさまざま方向から子どもの育ちを支

えている。加えて、例えば、発達相談、障害児相談

支援、保育所訪問支援、巡回相談、週に１回程度の

親子で通園する活動といった、地域に向気田療育も

おこなっている。親子での通園事業では、親子遊び

(主に運動遊び、スキンシップリズム、玩具遊びな

ど)を通して、親子の関係づくりや発達支援、子育て

の支援を行うことを目的としており、対象児は障害

や発達の問題がある 2歳以上の子どもとなってい

る。さらに、就学先の相談もおこなっている。就学

に向けて、就学前施設から就学先に必要な情報が渡

ることで、子どもの実態や予想される支援が事前に

把握され、スムーズな就学移行が期待できる。 

 

８．埼玉県における特別支援教育 

埼玉県では、切れ目のない継続した支援を目指し

て、関係機関と連携を試みながら、児童一人ひとり

の実態に合わせた就学支援に取り組んでいる。 

埼玉県(2023)によると、埼玉県における特別支援

教育の現状として、小・中学校等における通級によ

る指導や特別支援学級、特別支援学校において特別

な支援を必要とする幼児児童生徒は増加を続けてい

る。また、小・中学校等や高等学校の通常の学級に

おいても、発達障害など特別な配慮や支援を必要と

する様々な児童生徒が在籍している。こうしたこと

から、就学前を含む特別な支援を必要とする幼児児

童生徒が在籍する全ての学校において、これまで以

上に、一人ひとりの障害の状態や発達段階に応じた

指導・支援を充実することが課題となっている。そ

こで、これらの課題に対応するため、特別支援教育

を総合的に推進する新たな計画（埼玉県特別支援教

育推進計画）が策定され、取り組みを進める必要が

確認された(埼玉県教育委員会,2022)。  

埼玉県特別支援教育推進計画(2022)は、①連続性

のある「多様な学びの場」の充実、②特別支援教育

を担う教職員の専門性向上、③教育環境の整備、④

関係機関の連携強化による切れ目のない支援の充

実、以上 4点を目指している。 

就学支援の取り組みとしては、①特別支援教育コ

ーディネーター等の園内体制の整備、②教員に対す

る資質向上に向けた研修機会の充実、③個別の教育

支援計画や個別の指導計画の作成・活用、④幼保か

ら小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修への講師

派遣等の協力、以上 4点を主に行なっている(埼玉県

教育委員会,2022)。 

発達障害については、県内９市町をグランドモデル

地区・重点推進地域に指定し、発達障害の早期発

見・早期支援に向けた取り組みを実施してきた。早

期発見・早期支援のポイントは教育・保健医療・福

祉等の子ども達を支える様々な機関の横の連携であ

るとされ、サポート手帳の普及や、幼児向けの通級

指導教室の開設など、保護者の障害受容を支える取

り組みも行われている(埼玉県教育委員会,2011)。 

また、さいたま市では、埼玉県特別支援教育推進

計画を基に、『第 2 期さいたま市教育振興基本計画〜

人生 100 年時代を豊かに生きる「未来を拓くさいた

ま教育」の推進〜』を取りまとめた。計画期間とし

ては、2019 年から 2028 年度である。この計画の基

本的方向性 1では、保育所・幼稚園等・小学校の連

携が目指されている。就学先が保育所の保育や幼稚

園等の教育、療育施設の療育の内容に対する理解を

深め、保育所、幼稚園、認定こども園、療育施設及

び小学校、中学校、特別支援学校の連携を強化し、

子どもの発達や学びの連続性を踏まえた教育活動の

一層の充実を図る。さらに、幼児教育と小学校教育

との円滑な接続を図ることとされている。 

 

９．さいたま市の潤いファイルについて 

さいたま市(2023)では、就学移行期における相談

を「就学相談」としている。就学先を決定するため

の相談ではなく、家庭や関係機関と連携し、継続的

な支援へ繋げることを目的としている。就学相談で

は、特別支援教育に関わる様々な情報を提供すると

ともに、子どもの健康状態、発達や障害の状態など

総合的に実態を把握し、子どものもっている力を伸

ばすための教育的支援や教育的ニーズについて保護

者と共に考える。就学後は、継続した相談・支援に

つなげるため「潤いファイル」を保護者が作成・活

用することを援助し、必要に応じて就学後へつなげ

る相談・支援をおこなっている。 

「潤いファイル」とは、出生からの成長の様子と

関係機関(教育・医療・福祉・保健・労働)で受けて

きた支援の計画や内容を一冊にまとめ、保護者(子ど

も)と関係機関との連携を円滑にするための個別ファ

イルである。管理は、保護者又は子どもが行う。 

潤いファイルには、本人の障害特性や本人に合っ

た社会生活のあり方や本人や家族の思い、願い、必

要な支援について書かれる。それらを就学相談の際

に活用し、より切れ目のない支援を目指す。さらに

それらの情報が校内委員会につながり、個別の教育

支援計画、個別の指導計画の策定や教育的ニーズ、

困難さの克服・改善に向けた取り組みにつながる。 

潤いファイルを用いることで、以上のようなスム

ーズな就学支援が目指されている。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：「潤いファイル」について/さいたま市 

〈https://www.city.saitama.jp/002/003/004/003/0

01/p008954.html〉(2023.12.10閲覧)  

 

１０．B特別支援学校の概要 

ここからは、筆者が聞き取りを行った B特別支援

学校の就学支援についてみていく。 

B特別支援学校は知的障害を対象としており、小

学部、中学部、高等部の児童生徒約 60名が在籍して

いる。今回インタビューに答えていただいたのは、

小学部主任の教員である。 

(1)入学を考えている児童の入学選考までの流れ 

(2)次年度入学予定の児童についての就学前機関との

情報共有について 

(3)引継ぎ資料について 

(4)次年度入学予定の児童に関する会議について 

以上の 4点を軸に質問し、回答を得た。 

 

(1)入学選考までの流れ 

 まず、入学を考えている児童の入学選考までの流

れとして、学校見学の機会を 6 月と 12月に設けてい

る。ここでは、学校内での児童生徒の様子を見学で

き、質問や相談があれば、担当教諭に問うことがで

きるようになっている。8月頃、受験希望者を対象

に入学説明会を実施し、入学選考の前に一度、事前

に学習を体験できる環境を整えている。ここでは、

保護者と面談する機会も設けている。これらの取り

組みを経て、入学選考が行われる。 

 

(2)次年度入学予定の児童についての就学前機関との

情報共有について 

入学する前年度の 2月中旬から 3 月にかけて、児

童が通っている就学前機関を訪問し、担当教員との

引継ぎを行なっている。ここでのねらいは、児童の

様子を参観したり、担当教員と面談をしたりして、

入学後の指導上参考となる情報を得ること、必要に

応じて旧担任教員に連絡したり参観を依頼するため

に B特別支援学校入学後も継続して連絡の取れる関

係を構築することである。B特別支援学校から就学

前機関に依頼する取り組みは特にないが、どのよう

な部分を伸ばしてほしいか、どのような姿になって

ほしいかなどの就学前機関としての願いを具体的に

把握するという。担当教員との連携は、「個別の指導

計画」を作成することを念頭においた児童の実態把

握や必要な情報の収集に生かされていた。その際、

訪問後にまとめられる引継ぎ資料が重要であること

がわかった 

 

(3)引継ぎ資料について 

引継ぎ資料には、就学前機関で生活をする児童の

現在の状態を書くことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：B特別支援学校における引継ぎ資料 

 

項目は、健康の保持、心理的な安定、人間関係の

形成、環境の把握、身体の動き、コミュニケーショ

ン、特記事項、保護者について、その他、に分かれ

ており、これらを基に個別の指導計画を作成した

り、次年度の予想される支援方法について検討す

る。見学で把握できなかった部分については、就学

前施設の担任教員に伺い、実態を把握する。保護者

については、就学前機関とどのような連携を行って

 

 



いるのか、保護者が子どもに対してどう育ってほし

いと思っているかなどの情報を得る。 

 

(4)次年度入学予定の児童に関する会議について 

就学前機関を訪問する前にも、小学部で会議を行

い、就学前機関でどのようなことを重点的に見学し

たり聞いたりするのかなどを小学部の教員全員で確

認行してる。教員同士の就学支援にたいする認識を

統一させてから就学前機関に訪問している。 

就学前機関を訪問した後の会議は、先の引継ぎ資

料を基に行われる。児童についての情報を共有する

こと、児童が入学後、新しい環境にも早く慣れるこ

とができるよう、予想させる支援等を検討し、小学

部教員全員で、入学に向けての準備を進めることの

2点を目的に行われる。就学前機関への訪問の際に

使用した引継ぎ資料を基に会議が行われている。 

就学機関と連携する利点は、予想される支援の準

備ができることや、個別の指導計画の策定に早くか

ら取り組めることである。実際に就学前機関に訪問

し、慣れている環境の中で見える児童の姿を就学前

から把握しておくことが重要である。 

 

１１．まとめと考察 

 障害のある子どものスムーズな就学に向けての支

援を行うには、多岐に渡る取り組みが行われてお

り、就学前機関との連携が特に重視されている。 

まずは、障害乳幼児支援の担い手を多層的にする

ために、乳幼児健康審査や５歳児健診等と就学前の

療育・相談との連携、認定こども園・幼稚園・保育

所等と小学校や義務教育学校前期家庭との連携を図

られている。その際、教育機関や福祉機関が継続的

な対話や情報共有に努め、関係者全体や目標や価値

観を共有して取り組むことが重要である。そのため

には、効果的なプロセスやコミュニケーション手段

を整備して、円滑な情報伝達や連携が行われるよう

に工夫することが求められる。  

就学前の支援は、障害児の実態に合わせ、適切か

つ効果的な指導を行う必要があることがわかった。A

療育機関では、生活の自立と遊びへの意欲、そして

社会性を育てることを目的に、父母教室、個別面

談、親睦会などを設定した。就学支援としては、保

護者や関係機関などと就学先の相談をおこなってい

た。就学前機関では、就学前から充分な支援を提供

するとともに、それを就学先に繋げるための経過雨

的な支援体制を構築する必要がある。また、個別の

支援計画を計画的かつ組織的に確実に策定し、指導

内容や方法を工夫することも求められる。 

B特別支援学校は、就学支援を就学時の取り組み

とは捉えず、年間を通して就学に向けて支援を行っ

ていることがわかった。切れ目のない継続した支援

として、具体的には以下に取り組んでいた。 

まず、年度の初めから学校公開や説明会を実施

し、早期から就学支援を展開していることがわかっ

た。 

また、入学予定の児童だけでなく、保護者や教員

が、スムーズに就学へ移行できるようにするために

は教員の児童に対する共通理解と就学前機関との連

携が重要である。引継ぎ資料を基に、教員全員で会

議をもち、教員全員が次年度入学予定の児童の実態

や予想される支援について共通理解していた。 

引継ぎ資料には、就学前に子どもが慣れた環境で

見せる姿が記録され、就学後の支援の検討に生かさ

れていた。引継ぎ資料の項目は個別の計画に沿って

おり、担当教諭に話を聞いたりしながら、就学前の

児童の実態が把握されていた。その際、児童だけで

はなく、保護者の願いや思いも就学前機関を通して

共有されていた。このように就学前機関から引継い

だ情報を基に個別の指導計画を作成されていた。 

以上の A療育機関と B特別支援学校の取り組みか

ら、長い目でみた就学支援が必要であると言える。

就学前から行われる教職員の会議をすることによ

り、教員全体で就学に向けた共通認識を持つことが

できる。また、B特別支援学校が入学予定者を把握

するため、就学前機関を訪問していたように、就学

後も継続して連絡の取れるような連携体制を形成す

ることも重要である。その際、引継ぎ資料の活用が

有効である。引き継ぎ資料を基に、就学前からの情

報を集めることで、特別な支援が必要な児童の個別

のニーズや発達段階を理解しやすくなり、就学後の

児童の一人ひとりに合わせて必要となると予想され

る支援方法や支援内容について、全教員が共通した

見通しを持つことができる。 

切れ目のない一貫した支援は、保護者がどのよう

な就学先を選択したとしても、子どもにとって最善

の教育を保障できる体制づくりに欠かすことはでき

ないと考える。 

 

１２．今後の課題 

 B特別支援学校以外の取り組みも幅広く調べるこ

とで、就学前機関との連携の工夫や実践への活かし

方をより深く検討する必要がある。 

 また、就学先は特別支援学校にとどまらないこと

を踏まえれば、小学校への就学支援も視野に調査す

ることが求められる。 
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